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人口の推移と将来人口

◆少子高齢化の進行により、約５０年後には総人口が約３割減少、６５歳以上の割合が総人口の約４割に達する
見込み。

（出典）総務省統計局「日本の統計2014」より文部科学省作成
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生産年齢人口の推移

◆生産年齢人口は減り続け、２０３０年には２０１０年と比べ約８割、２０６０年には約半数まで減少する見込み。

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」
表1-1 総人口、年齢３区分（0～14歳、15～64歳、65歳以上）別人口及び年齢構造係数：出生中位（死亡中位）推計より文部科学省作成 5



世界のＧＤＰに占める日本の割合の低下

・世界のGDPに占める日本の割合の低下
（2010年5.8％→2030年3.4％→2050年1.9％）
・日本の一人当たりGDP

世界第２位（1993）→世界第10位（2012）

我が国の国際的な存在感の低下

中 国

米 国

インド

◆世界のＧＤＰに占める日本の割合について、２０１０年時点では、５．８％だったが、２０３０年には３．４％になる
との予測がある。

日本
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学習指導要領の変遷

昭和
33～35年

改訂

教育課程の基準としての性格の明確化
（道徳の時間の新設、基礎学力の充実、科学技術教育の向上等）（系統的な学習を重視）

昭和
43～45年

改訂

教育内容の一層の向上（「教育内容の現代化」）
（時代の進展に対応した教育内容の導入）（算数における集合の導入等）

昭和
52～53年

改訂

ゆとりある充実した学校生活の実現＝学習負担の適正化

（各教科等の目標・内容を中核的事項に絞る）

平成
元年
改訂

社会の変化に自ら対応できる心豊かな人間の育成
（生活科の新設、道徳教育の充実）

平成
10～11
年改訂

基礎・基本を確実に身に付けさせ、自ら学び自ら考える力などの［生きる力］の育成
（教育内容の厳選、「総合的な学習の時間」の新設）

（実施）
小学校：昭和３６年度、中学校：昭和３７年度、高等学校：昭和３８年度（学年進行）

（実施）
小学校：昭和４６年度、中学校：昭和４７年度、高等学校：昭和４８年度（学年進行）

（実施）
小学校：昭和５５年度、中学校：昭和５６年度、高等学校：昭和５７年度（学年進行）

（実施）
小学校：平成４年度、中学校：平成５年度、高等学校：平成６年度（学年進行）

（実施）
小学校：平成１４年度、中学校：平成１４年度、高等学校：平成１５年度（学年進行）

平成
20～21
年改訂

「生きる力」の育成、基礎的・基本的な知識・技能の習得、思考力・判断力・表現力等の育成の
バランス （授業時数の増、指導内容の充実、小学校外国語活動の導入）

（実施） 小学校：平成２３年度、中学校：平成２４年度、高等学校：平成２５年度（年次進行）
※小・中は平成２１年度、高は平成２２年度から先行実施

平成１５年
一部改訂

学習指導要領のねらいの一層の実現（例：学習指導要領に示していない内容を指導できることを明確化、個に応
じた指導の例示に小学校の習熟度別指導や小・中学校の補充・発展学習を追加）

7



「ゆとり」か「詰め込み」かではなく，これからの社会において必要となる知・徳・体のバ
ランスのとれた「生きる力」をより効果的に育成

［生きる力］

豊かな心 健やかな体

たくましく生きるための健
康や体力

自らを律しつつ，

他人と共に協調し，他
人を思いやる心や感

動する心など

基礎・基本を確実に身に付
け，自ら課題を見付け，自ら
学び，自ら考え，主体的に
判断し，行動し，より良く問
題を解決する資質や能力

確かな学力

平成10～11年改訂の学習指導要領の理念は「生きる
力」を育むこと

「知識基盤社会」の時代において「生きる力」を育むと
いう理念はますます重要

教育基本法改正等により教育の理念が明確になるとと
もに，学校教育法改正により学力の重要な要素が規定

現行学習指導要領においては，これまでの理念を継承し，

教育基本法改正等を踏まえ，「生きる力」を育成

〈現行学習指導要領の理念〉

○ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

第３０条 （略）

② 前項の場合においては，生涯にわたり学習する基盤が培われるよう，
基礎的な知識及び技能を習得させるとともに，これらを活用して課題を
解決するために必要な思考力，判断力，表現力その他の能力をはぐく
み，主体的に学習に取り組む態度を養うことに，特に意を用いなければ
ならない。

「学力の三要素」と「生きる力」について

8

※ＰＩＳＡ調査：ＯＥＣＤが15歳児（我が国では高校1年生）を対象に実施

（調査実施年）

（平均得点）
※順位はＯＥＣＤ加盟国中（カッコ内は全参加国・地域中の順位）
※数学的リテラシー、科学的リテラシーは経年比較可能な調査回以降の結果を掲載

平均得点及び順位の推移

OECD生徒の学習到達度調査（PISA）の結果 ―平均得点及び順位の推移―

◆数学的リテラシー、読解力、科学的リテラシーの３分野すべてにおいて、平均得点が比較可能な調査回
以降、最も高くなっている。

（出典）文部科学省・国立教育政策研究所「OECD生徒の学習到達度調査（PISA2012）のポイント」
9



OECD生徒の学習到達度調査（PISA）の結果 ―習熟度レベル別割合の変化ー

◆ 習熟度別指導などきめ細かな指導体制の整備や、確かな学力を育成するための取組等により、習熟度レベル別でも、２００
９年調査から引き続き、レベル１以下の下位層の割合が減少し、レベル５以上の上位層の割合が増加している。

レベル１以下の生徒の

割合が２００３年以降で最も少な
く、レベル５以上の生徒の割合は
２００６年と比較して有意に増加

数学的
リテラシー
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習熟度レベル別割合の変化

レベル１以下の生徒の

割合は２０００年レベルまで改善
し、レベル５以上の生徒の割合は
２０００年以降で最も多い

読解力

レベル１以下の生徒の

割合が２００６年以降で最も少な
く、レベル５以上の生徒の割合が
最も多い

科学的
リテラシー
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（出典）
文部科学省・国立教育政策研究所「OECD生徒
の学習到達度調査（PISA2012）のポイント」

平均正答率が低い県と全国平均の差の縮小 ―全国学力・学習状況調査の結果から―

◆各年度で平均正答率（公立）が低い３都道府県の平均を見ると，全国平均との差は縮小傾向にあり，学力の
底上げが進展している。
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（出典）文部科学省・国立教育政策研究所「平成26年度全国学力・学習状況調査の結果（概要）」

※高い３都道府県と低い３都道府県の状況
（平成21・25・26年度で，平均正答数・正答率（公立）が高い３都道府県と低い３都道府県の平均を算出）

平均正答率（全国平均との差）の推移

11



◆学力は改善傾向にある一方で、判断の根拠や理由を示しながら自分の考えを述べることについて課題が
指摘されている。

教科に関する調査結果において見られた課題 ―全国学力・学習状況調査の結果から―

＜国語＞

○ 立場や根拠を明確にして話し合うことについ
て，発言をする際に一定の立場に立ってはいる
が，根拠を明確にした上で発言をする点に，依
然として課題がある。

＜算数＞

○ 図を観察して数量の関係を理解したり，数量
の関係を表現している図を解釈したりすること
に課題がある。

○ 数量の大小を比較する際に，根拠となる事柄
を過不足なく示し，判断の理由を説明すること
について，改善の状況が見られる設問もあるも
のの，依然として課題がある。

（出典）文部科学省・国立教育政策研究所「平成26年度全国学力・学習状況調査の結果（概要）」

＜国語＞

○ 自分の考えを表す際に，根拠を示すことは意
識されているが，根拠として取り上げる内容を
正しく理解した上で活用する点に課題がある。

○ 文章や資料から必要な情報を取り出し，伝え
たい事柄や根拠を明確にして自分の考えを書く
ことについて，説明する際に，文章や資料から
必要な情報を取り出してはいるが，それらを用
いて伝えたい内容を適切に説明する点に，依然
として課題がある。

＜数学＞

○ 記述式問題は，特に確率を用いた理由の説
明，グラフを用いた方法の説明に課題がある。

○ 図形の性質を証明することについて，着目す
べき図形を指摘することは良好であるが，方針
を立て，証明を書くことに課題がある。

小学校 中学校

12

◆米中韓の生徒に比べ、日本の生徒は、「自分を価値ある人間だ」という自尊心を持っている割合が半分以下、
「自らの参加により社会現象が変えられるかもしれない」という意識も低い。

生徒の自己肯定感、社会参画に関する意識

（出典）
（財）一ツ橋文芸教育振興会、
（財）日本青少年研究所
「高校生の生活意識と留学に関する
調査報告書」（2012年4月）より
文部科学省作成

日本

米国
中国 韓国 日本

米国

中国
韓国
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10.2 27.1 40.9 18.6

14.0 39.3 19.5 9.5

17.4 40.9 29.4 9.9

11.7 54.8 26.9 5.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

日本

米国

中国

韓国

①全くそう思う ②まあそう思う

③あまりそう思わない ④全くそう思わない

【問３３－２】 私の参加により，変えてほしい社会現象が少し変えられるかもしれない

（出典）（財）一ツ橋文芸教育振興協会，（財）日本青少年研究所「中学生・高校生の生活と意識 －日本・アメリカ・中国・韓国の比較－（2009年2月）」より文部科学省作成

6.5 23.6 49.8 18.5

16.9 52.9 19.5 6.8

19.6 43.1 28.3 8.4

11.4 57.0 25.5 5.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

日本

米国

中国

韓国

①全くそう思う ②まあそう思う

③あまりそう思わない ④全くそう思わない

中学生 高校生

自分の性格評価（高校生）

価値ある人間 自分はダメな人間



〇年次推移
【秒】 【ｍ】５０メートル走 ソフトボール投げ

【年度】 【年度】

（出典）文部科学省「平成25年度体力・運動能力調査」

Ｓ６０ Ｈ５ Ｈ１０ Ｈ１５ Ｈ２０ Ｈ２５

７歳男子 10.30 10.52 10.78 10.83 10.65 10.61 

７歳女子 10.68 10.72 11.02 11.01 11.08 10.93 

９歳男子 9.40 9.48 9.68 9.75 9.65 9.67 

９歳女子 9.74 9.74 9.95 9.99 9.93 9.98 

１１歳男子 8.75 8.76 8.93 8.91 8.88 8.90 

１１歳女子 9.00 9.08 9.26 9.25 9.23 9.12 

Ｓ６０ Ｈ５ Ｈ１０ Ｈ１５ Ｈ２０ Ｈ２５

７歳男子 15.37 13.96 13.36 12.37 13.25 12.38 

７歳女子 8.80 8.27 7.94 7.61 7.73 7.64 

９歳男子 25.13 22.52 22.06 21.42 22.33 20.33 

９歳女子 14.22 12.77 12.64 12.31 12.50 11.92 

１１歳男子 33.98 31.73 29.77 30.42 30.37 28.41 

１１歳女子 20.52 17.55 17.49 17.19 17.87 16.85 

子供の体力・運動能力の年次推移

◆子供の体力は、昭和６０年頃と比較すると依然として低い水準で推移している。
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（第１回：３月３日於パリ）
（概要）
・ 教育課程企画特別部会における学習指導要領改訂に向けた議論や、高大接続改革の方

向性を紹介。

・ ＯＥＣＤ側からは、ＰＩＳＡの好成績で満足してしまう国も多い中、日本が更に次のステップに
進もうとしていることや、現在取り組んでいる学習指導要領改訂･高大接続改革の方向性に
ついて、国際的に見ても大きな改革であり素晴らしいことであると賛辞。

（主な意見）
－ ＰＩＳＡ２０１８で調査対象となる「グローバル・コンピテンス」など、これか

らの時代に求められる能力や、カリキュラムデザインの在り方については、日本の
知見も生かし共に検討していきたいこと、新たな評価手法等についてはＯＥＣＤ側
の技術や知見に基づく協力を惜しまない。

－ カリキュラム・デザイン・センターの作成した図にある３つの概念（①何を知っ
ているかという｢知識｣、②知っていることをどう使うかという｢スキル｣、③社会の
中でどのように関わっていくかという｢人格・性格｣）及びそれを包含するメタ認知
は、日本の学習指導要領改訂が目指しているアプローチと近いと思う。一つの面だ
けではなく、３つの面を立体的に捉えどう統合していくかが、まさにカリキュラム
デザインである。
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２０３０年に向けた教育の在り方に関する
日本・ＯＥＣＤ政策対話の成果について



（第２回：６月２９日於東京）
（概要）
・ 我が国が推進する、学習指導要領改訂や高大接続改革等の教育改革の取組、これらの実

施を担保するための教育投資の在り方の検討状況等について共有。

・ OECDからは、我が国の社会ニーズに応えた、将来志向のカリキュラム改革の取組等につい
て高い評価がなされ、Education 2030を通じた国際貢献について、改めて期待を表明。

（主な意見）
－ 人間性(Character)、社会的スキル(Social Skill)を重視したカリキュラムを策定す

る必要
－ 日本の教員は、子供の人間性の涵養等、他国の教員に比べてより幅広い役割を

担っており、他国にとってのモデルとなる。
－ アクティブ・ラーニングと知識量のバランス、習得すべき主要な概念・知識と、

それ以外の事実的知識を構造的に捉える必要性
－ 日本は「総合的な学習の時間」により先導し高い評価。各教科の能力を着実に習

得し、「総合的な学習の時間」を通じて実社会で生きる力に高めている
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２０３０年に向けた教育の在り方に関する
日本・ＯＥＣＤ政策対話の成果について

アクティブ・ラーニングの視点からの

不断の授業改善

◆ 習得・活用・探究という学習プロセスのなかで、問題発見・解決を念
頭に置いた深い学びの課程が実現できているかどうか

◆ 他者との協働や外界の情報との相互作用を通じて、自らの考えを広
げ深める、対話的な学びの過程が実現できているかどうか

◆ 子供たちが見通しを持って粘り強く取り組み、自らの学習活動を振り
返って次につなげる、主体的な学びの過程が実現できているかどうか

新しい時代に必要となる資質･能力の育成

育成すべき資質･能力を踏まえた
教科･科目等の新設や目標･内容の見直し

◆ グローバル社会において不可欠な英語の能力の強化
（小学校高学年での教科化等）や、我が国の伝統的な文
化に関する教育の充実

◆ 国家・社会の責任ある形成者として、自立して生きる力
の育成に向けた高等学校教育の改善 等

何を学ぶか どのように学ぶか

育成すべき資質･能力を育む観点からの
学習評価の充実

①「何を知っているか、何ができるか（個別の知識・技能）」

各教科等に関する個別の知識や技能など。一般的に基礎的･基本的な知識･技能と呼ばれるものであり、身体的技能や芸術表現
のための技能等も含む。

②「知っていること・できることをどう使うか（思考力・判断力・表現力等）」

主体的･協働的に問題を発見し解決していくために必要な思考力･判断力･表現力等。

③「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（人間性や学びに向かう力等）」

①や②の力が働く方向性を決定付ける情意や態度等に関わるもの。主体的に学習に取り組む態度も含めた学びに向かう力や、自
己の感情や行動を統制する能力、多様性を尊重する態度と互いの良さを生かして協働する力、持続可能な社会作りに向けた態度、
リーダーシップやチームワーク、感性、優しさや思いやりなど。

学習指導要領改訂の視点

何ができるようになるか

17



カリキュラム・デザインのための概念と、「学力の三要素」の重なり

18

知識

“何を知っているか”

伝統的
‐数学
‐言語
‐など

現代的
‐ロボット工学
‐起業精神
‐など

スキル

“知っていることを
どう使うか”

創造性
批判的思考
コミュニケーション
協働性

人間性

“社会の中でどのよう
に関わっていくか”

思いやり
興味・関心

勇気
逆境を跳ね返す力

倫理観
リーダーシップ

21世紀の
教育

メタ認知

“どのように省察し
学ぶか”

思考力･判断力・表現力等個別の知識・技能
主体性･多様性･協働性

学びに向かう力
人間性 など

学校教育法３０条２項など

第２回政策対話資料
抜 粋 ( 和 訳 版 )

何を知っているか
何ができるか

知っていること・でき
ることをどう使うか

どのように社会・世界と関わり、
よりよい人生を送るか

どのように学ぶか

日本版カリキュラム・デザインのための概念

アクティブ・ラーニング

思考力･判断力・表現力等個別の知識・技能

主体性･多様性･協働性
学びに向かう力
人間性 など
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教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加を取
り入れた教授・学習法の総称。学修者が能動的に学修することによって、認知的、倫理的
、社会的能力、教養、知識、経験を含めた汎用的能力の育成を図る。発見学習、問題解決
学習、体験学習、調査学習等が含まれるが、教室内でのグループ・ディスカッション、デ
ィベート、グループ・ワーク等も有効なアクティブ・ラーニングの方法である。

新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～（答申）
（平成24年8月28日）用語集より

「アクティブ・ラーニングとは、学生にある物事を行わせ、行っている物事について考えさせること」

アクティブ・ラーニングに関する議論

邦訳は、松下佳代（京都大学高等教育研究開発推進センター教授）編著『ディープ･アクティブラーニング 大学授業を深化させるために』序章より

Active Learning: Creating Excitement in the Classroom (Bonwell & Eison, 1991) 

（アクティブ・ラーニングの一般的特徴として挙げられる点）

(a) 学生は、授業を聴く以上の関わりをしていること

(b) 情報の伝達より学生のスキルの育成に重きが置かれていること

(c) 学生は高次の思考（分析、総合、評価）に関わっていること

(d) 学生は活動（例：読む、議論する、書く）に関与していること

(e) 学生が自分自身の態度や価値観を探究することに重きが置かれていること

(f) 認知プロセスの外化※を伴うこと
※問題解決のために知識を使ったり、人に話したり書いたり発表したりすること

松下佳代（京都大学高等教育研究開発推進センター教授）編著『ディープ･アクティブラーニング 大学授業を深化させるために』序章より
アクティブ・ラーニングの一般的特徴は”Active Learning: Creating Excitement in the Classroom (Bonwell & Eison, 1991)に基づき著者が再構成
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キャリア教育・職業教育の課題と基本的方向性

資料３

（注２） 基礎的・汎用的能力： ① 人間関係形成・社会形成能力 ② 自己理解・自己管理能力
③ 課題対応能力 ④ キャリアプランニング能力

（注１） キャリア： 人が、生涯の中で様々な役割を果たす過程で、自らの役割の価値や
自分と役割との関係を見いだしていく連なりや積み重ね

産業構造や就業構造の変化、職業に関する教育に対

する社会の認識、子ども・若者の変化等、社会全体を通

じた構造的問題が存在。

２．キャリア教育・職業教育の基本的方向性

キャリア教育

一人一人の社会的・職業的自立に向け、
必要な基盤となる能力や態度を育てること
を通して、キャリア（注１）発達を促す教育

職業教育

一定又は特定の職業に従事するために
必要な知識、技能、能力や態度を育てる教育

１．若者の現状・・・大きな困難に直面

生涯学習の観点に立ったキャリア形成支援

生涯にわたる社会人・職業人としてのキャリア形成
（社会・職業へ移行した後の学習者や、中途退学者・
無業者等）を支援する機能を充実することが必要

実践的な職業教育を充実
職業教育の意義を再評価することが必要

幼児期の教育から高等教育まで、発達の
段階に応じ体系的に実施

様々な教育活動を通じ、基礎的・汎用的
能力（注２）を中心に育成

家
庭
、
地
域
・社
会
、
企
業
、
経
済
団
体
・職
能
団
体
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
と
連
携

各
界
が
各
々
役
割
を
発
揮
し
、
一
体
と
な
っ
た
取
組
が
重
要

◆ 「学校から社会・職業への移行」が
円滑に行われていない。

・ 完全失業率 約９％

・ 非正規雇用率 約３２％

・ 無業者 約６３万人
・ 早期離職 高卒４割、大卒３割、短大等卒４割

◆ 「社会的・職業的自立」に向けて
様々な課題が見られる。

・ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力等職業人としての基本的能力の低下

・ 職業意識・職業観の未熟さ
・ 進路意識・目的意識が希薄な進学者の増加

はんよう

若者個人のみの問題ではなく、社会を構成する各界が

互いに役割を認識し、一体となり対応することが必要。

その中で、学校教育は、重要な役割を果たすものであり、

キャリア教育・職業教育を充実していかなければならな

い。

「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」 概要
（中央教育審議会 平成23年1月31日答申）

21



① 社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる能力・
態度を育成する、幼児期の教育から高等教育までの
体系的な取組

② 子ども・若者一人一人の発達状況の的確な把握と
きめ細かな支援

③ 能力や態度の育成を通じた勤労観・職業観等の価値観
の自己形成・自己確立

発達の段階に応じた体系的なキャリア教育

（１）基本的な考え方

① 教育方針の明確化と教育課程への位置付け

② 重視すべき教育内容・教育方法と評価・改善

・多様で幅広い他者との人間関係形成等のための
場や機会の設定

・経済・社会の仕組みや労働者としての権利・義務
等についての理解の促進

・体験的な学習活動の効果的な活用
・キャリア教育における学習状況の振り返りと、教育
活動の評価・改善の実施

③ 教職員の意識・指導力向上と実施体制の整備

（２）充実方策

自発的・主体的な活動を促す

社会性、自主性・自律性、関心・意欲

等を養う

社会における自らの役割や将来の

生き方・働き方等を考えさせ、目標を

立てて計画的に取り組む態度を育成

し、進路の選択・決定に導く

後期中等教育修了までに、生涯に

わたる多様なキャリア形成に共通

して必要な能力や態度を育成

またこれを通じ、勤労観・職業観

等の価値観を自ら形成・確立する

後期中等教育修了までを基礎に、学校から社会・職業

への移行を見据え、教育課程の内外での学習や活動を通

じ、高等教育全般においてキャリア教育を充実する

個々の障害の

状態に応じたきめ

細かい指導・支援

の下で行う

１．基本的な考え方と充実方策

幼児期

小学校

中学校

後期中等教育

特別支援教育

高等教育

２．各学校段階の推進の主なポイント
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生徒の安易な科目選択、教職員の負担
教職員や中学生・保護者の理解が不十分

卒業時の主な年齢である１８歳は、社会人・職業人
としての自立が迫られる時期

生涯にわたる多様なキャリア形成に共通して必要な能
力・態度を育成、勤労観・職業観等を自ら形成・確立

・ 幅のある知識・技能や基礎的・汎用的能力の育成
・ 「単位制学科」や「通信制学科」の制度化の検討

進路意識・目的意識が希薄
他学科に比べ厳しい就職状況

後期中等教育におけるキャリア教育・職業教育

・ キャリア教育の中核となる教科等の明確化の検討
・ 就業体験活動の効果的な活用
・ 普通科における職業科目の履修機会の確保
・ 進路指導の実践の改善・充実

・ 基礎的・基本的な知識・技能の定着と問題解決能力等の育成
・ 長期実習等、実践的な教育活動の実施、実務経験者の登用
・ 地域や産業圏との密接な連携による学科整備・教育課程編成
・ 専攻科の在り方と高等教育機関との接続

（具体的基準等の明確化、高等教育機関への編入学等の検討）

・ 目的意識等を持たせる教育活動の充実
・ 中学生・保護者や教職員の理解促進
・ 多様な学習機会を保障するための教員配置等条件整備

・ 就業につながる職業教育に関する教育課程の見直し
・ 就業に向けた支援方法の開発、職場体験活動の機会拡大
・ 専攻科の在り方と高等教育機関との接続

（１）課題

（２）基本的な考え方

１．課題と基本的な考え方

高等学校 普通科

約半数が進学する高等教育との接続を視野に入れた
職業教育の充実
専門的な知識・技能の高度化や職業の多様化

厳しい就職状況 （卒業者のうち就職割合は２割強）

生徒の実態を踏まえた多様な学習ニーズへの対応

高等学校 専門学科

高等学校 総合学科

特別支援学校 高等部

専修学校 高等課程

高等学校 （特に普通科） におけるキャリア教育

高等学校 専門学科における職業教育

高等学校 総合学科

特別支援学校 高等部

専修学校 高等課程

２．各後期中等教育機関における推進の主なポイント
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４．安全教育を行う上での環境整備 ：安全教育に係る教材整備、教員養成、研修、校内体制の整備、安全教育の充実に応じた安全管理体制の整備は重要であり、引き続き検討

学校における安全教育の充実について （中央教育審議会スポーツ・青少年分科会学校安全部会 審議のまとめ概要）

○ 「学校安全の推進に関する計画」(H24.4閣議決定)

１．安全教育の充実

○安全教育における主体的に行動する態度や共助・公助の視点
○教育手法の改善
○安全教育に係る時間の確保
○避難訓練の在り方
○児童生徒等の状況にあわせた安全教育 等

２．学校の施設及び設備の整備充実 ３．組織的取組の推進 ４．地域社会、家庭との連携を図った学校安全の推進

第７期中央教育審議会 スポーツ・青少年分科会学校安全部会
１．安全教育の目標

○ 学習指導要領の総則や解説等における安全教育
の目標の明確化と安全教育の目標と各教科等の目標
との関係性等の明示を検討

○ 自らの命は自ら守る自助を前提とした共助･公助に
関する能力の育成

○ 研究開発学校や教育課程特例校、ISS(インターナショナル
セーフスクール)などの実践的取組も参考にしながら、育成する

資質･能力及び教育活動や評価について明確化する必要。

３．安全教育の評価
○ 安全に対する意識・態度を評価する指標作り
○ 学校評価など家庭や地域を巻き込む形での評価等

を検討

２．安全教育の内容

○ 学習指導要領の総則や解説等において、安全教育の中核となる教科等と、各
教科等の役割と関係性を系統的に示すとともに各教科等における安全に関する
内容の充実を図ることを検討

○ 安全教育が各学校において確実に実施されることが重要であり、そのための時
間の確保などの議題について教育課程全体の議論の中で検討

（方策例）
・総合的な学習の時間の学習活動の例示として安全教育を追記
・特別活動の学級活動において防災や防犯に関する安全指導を行うことを明確に位置付け
・高等学校段階で検討される「社会との関わりの中で主体的に生きる力を育成することをねら

いとした新科目」における内容の確保
・危険予測や回避に係る教育の充実
・地域や自治体等との合同訓練を含め実践的な訓練等の推進
・安全教育を新たな教科等として位置づけることの必要性について引き続き検討

次期学習指導要領に向けた教育課程全体の見直しの議論等の中で引き続き検討

次期学習指導要領改訂を見据え、安全教育の充実に係る方策や手立てに係る
検討の視点を明確にする。

審議の背景

審議のまとめ

○ 直近では、火山災害、台風や大雨による土砂災害の発生、事件・事故災害の発生等

安全教育については、各学校において確実に実施されることが重要であり、研究開発学校等における実践の状況も踏まえつつ、そのための時間の確保、指導内容のまとまり
や系統性、中核となる教科等を位置付けることの効果・影響、教材の在り方、学習評価の在り方などの諸課題について検討。

24

25

情報及び情報手段を主体的に選択し
活用していくための個人の基礎的資質
情報及び情報手段を主体的に選択し

活用していくための個人の基礎的資質
：観点

：要素

図イメージは、平成18年度文部科学省「初等中等教育の情報教育に係る学習活動の具体的展開について」普及パンフレットを元に作成

情報活用能力とは



① 児童生徒の情報活用能力の実態の把握，学習指導の改善

② 次期学習指導要領改訂の検討のためのデータを収集

・情報を収集・読み取り・整理・解釈する力

・受け手の状況などを踏まえて発信・伝達する力

情報活用能力調査 質問（紙）調査
実施の有無 調査方法

（調査時間）
実施の有無 調査方法

児童生徒
○

コンピュータ
小学校（16問／60分）
中学校（16問／68分）

○ コンピュータ

教 員 － － ○ 質問紙
学校（校長） － － ○ 質問紙

調査対象： 小学校第5学年（116校 3343人）・中学校第2学年（104校 3338人）
調査時期： 平成２５年１０月から平成２６年1月

調査の趣旨

コンピュータ
を使用して調査

出題内容

「情報活用能力調査」について

調査問題内容 通過率（％）

小
学
校

整理された複数の発言者の情報の正
誤を読み取る問題 62.4

複数のウェブページから情報を見つけ
出し，関連付ける問題 9.7

一覧表示された複数のカードにある情
報を整理・解釈する問題 17.9

２つのウェブページから共通している複
数の情報を整理・解釈する問題 16.3

プレゼンテーションソフトにて 画像を活
用してスライドを作成する問題 33.3

調査問題内容 通過率（％）

中
学
校

整理された複数の見学地の情報の
共通点を読み取る問題 84.3

複数のウェブページから情報を見つけ
出し，関連付ける問題 43.7

一覧表示された複数の情報を、提示さ
れた条件をもとに整理・解釈する問題 76.4

複数のウェブページから目的に応じて
情報を整理・解釈する問題 12.2

プレゼンテーションソフトにて文字や画
像を活用してスライドを作成する問題 39.1

小学生について，整理された情報を読み取ることはできるが
複数のウェブページから目的に応じて，特定の情報を見つけ
出し，関連付けることに課題がある。

また，情報を整理し，解釈することや受け手の状況に応じ
て情報発信することに課題がある。

中学生について，整理された情報を読み取ることはできる
が，複数のウェブページから目的に応じて，特定の情報を見
つけ出し，関連付けることに課題がある。

また，一覧表示された情報を整理・解釈することはできる
が，複数ウェブページの情報を整理・解釈することや，受け手
の状況に応じて情報発信することに課題がある。

児童生徒の情報活用能力に関する傾向
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図表１－４ 小学校 ブログ上での情報発信において
自他の情報の取扱いで 問題のある点を選択する問題

不適切な項目 選択した者の割合（％）

メールに返信する 50.4

入金後URLから退会手続きをする 43.9

問い合わせ先に電話して抗議する 38.5

情報の取扱いについて問題のある点 選択した者の割合（％）

個人情報（学校名，学級名及び出席番号）
の取扱い

73.0

他人の写った写真の取扱い（肖像権） 41.2

住所を教えて欲しいという見知らぬ他人か
らの書き込み

47.6

図表１－５ 中学校 不正請求メールへの対応で不適切な項目を選択する問題

小学生については，自分に関する個人情報の保護について理解しているが，他人の写真をインターネット上に無断公表するなどの他人
の情報の取扱いについての理解に課題がある。

中学生については，不正請求メールの危険性への対処についての理解に課題がある。

「情報活用能力調査」について

① 上位の学校群の教員は，下位の学校群と比べ，次のような授業の実施頻度が高い傾向にある。
・ 児童生徒に自分の考えを表現させること
・ 児童生徒に情報を整理させること
・ 児童生徒に情報手段の特性に応じた伝達及び円滑なコミュニケーションを行わせること など

② 上位の学校群の児童生徒は，下位の学校群と比べ，学校で次のようなICT活用をしている頻度が高い傾向にある。
・情報を収集すること
・表やグラフを作成すること
・発表するためのスライドや資料を作成すること。

上位の学校群の傾向

児童生徒の情報活用能力に関する傾向
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技能

○ 学習評価には，児童生徒の学習状況を検証し，結果の面から教育水準の維持向上を保障する機能。

○ 各教科においては，学習指導要領等の目標に照らして設定した観点ごとに学習状況の評価と評定を行う

「目標に準拠した評価」として実施。

⇒きめの細かい学習指導の充実と児童生徒一人一人の学習内容の確実な定着を目指す。

関心・意欲・態度

思考・判断・表現

知識・理解

学力の３つの要素と評価の観点との整理

主体的に学習に
取り組む態度

思考力・判断力
・表現力等

知識及び技能

学力の３要素
（学校教育法）
（学習指導要領）

学習評価の
４観点

指導計画等の作成

指導計画を
踏まえた

教育の実施

児童生徒の学習状況，
指導計画等の評価

授業や
指導計画等の

改善

Ａｃｔｉｏｎ

Ｐｌａｎ

Ｄｏ

Ｃｈｅｃｋ

○ 学習評価を通じて，学習指導の

在り方を見直すことや個に応じた指

導の充実を図ること，学校における

教育活動を組織として改善すること

が重要。
指導と評価の一体化

学習指導と学習評価のＰＤＣＡサイクル

観点別学習状況の評価について

【現行】 【以下の３観点に沿っ
た整理を検討】
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「パフォーマンス評価」

知識やスキルを使いこなす（活用・応用・統合する）ことを求めるような評価方法。
論説文やレポート、展示物といった完成作品（プロダクト）や、スピーチやプレゼンテーション、協同で
の問題解決、実験の実施といった実演（狭義のパフォーマンス）を評価する。

「ポートフォリオ評価」

児童生徒の学習の過程や成果などの記録や作品を計画的にファイル等に集積。
そのファイル等を活用して児童生徒の学習状況を把握するとともに、児童生徒や保護者等に対し、
その成長の過程や到達点、今後の課題等を示す。

「ルーブリック」

成功の度合いを示す数レベル程度の尺度と、
それぞれのレベルに対応するパフォーマンスの特徴を
示した記述語（評価規準）からなる評価基準表。

児童生徒の学びの深まりを把握するために、多様な評価方法の研究や取組が行われている。

ルーブリックのイメージ例記述語

多様な評価方法の例（詳細は参考資料）

尺度
項目

Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ

項目 ・・・できる
・・・している

・・・できる
・・・している

・・・できる
・・・している

・・・できない
・・・していない
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30

※1単位時間は50分、授業は年間35週

国語 社会 数学 理科 音楽 美術
保健
体育

技術・
家庭

外国語 道徳
※

総合的な学
習の時間

特別
活動

合計

1年生 4 3 4 3 1.3 1.3 3 2 4 1 1.4 1 29

2年生 4 3 3 4 1 1 3 2 4 1 2 1 29

3年生 3 4 4 4 1 1 3 1 4 1 2 1 29

中学校の各教科等の時数（１週当たり単位時間）

※1単位時間は45分、授業は年間35週[１年生は34週】小学校の各教科等の時数（１週当たり単位時間）

国語 社会 算数 理科 生活 音楽 図工 家庭 体育 道徳
※

外国語
活動

総合的な学
習の時間

特別
活動

合計

1年生 9 - 4 - 3 2 2 - 3 1 - - 1 25

2年生 9 - 5 - 3 2 2 - 3 1 - - 1 26

3年生 7 2 5 2.6 - 1.7 1.7 - 3 1 - 2 1 27

4年生 7 2.6 5 3 - 1.7 1.7 - 3 1 - 2 1 28

5年生 5 2.9 5 3 - 1.4 1.4 1.7 2.6 1 1 2 1 28

6年生 5 3 5 3 - 1.4 1.4 1.6 2.6 1 1 2 1 28

小・中学校の教科等の構成と標準授業時数

※道徳については、小学校で平成３０年度、中学校で平成３１年度から「特別の教科」として位置づけられる。時数の変更はない。

：国語，社会，算数，理科の授業時数の合計

：上記以外の教科等の授業時数の合計

小学校授業時数の推移

3941 3941
3659 3452

2941
3242

1880
2194

2126 2333

2426
2403

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

昭36～ 昭46～ 昭55～ 平4～ 平14～ 平23～

単位時間（４５分）

6135
5821 5785 5785

5367
5645

※昭和４６年度実施のグラフについては，当時，特別活動の授業時数は規定されていなかったものの，学習指導要領において特別活動の一部に充てること
が望ましいとされていた時数を加えたものを総授業時数としている。

1603 1603
1532

1601

1377
1461

1047 1047
1011 1011

869

1011

663 663

345

365

628 628

558

420

350 405

627 627

627
627

540
597

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

昭36～ 昭46～ 昭55～ 平4～ 平14～ 改訂案

単位時間

（４５分）

算数

理科

社会

国語

平23～
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：国語，社会，数学，理科，外国語の授業時数の合計

：上記以外の教科等の授業時数の合計

385

420
385

385

315

385

455 455

295

350

315 315 315

420 420420

350

350

290

490

525

455 455

350
385

375

315

270

315

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

昭37～ 昭47～ 昭56～ 平5～ 平14～ 改訂案

単位時間（５０分）

国語

数学

理科

外国語

社会

2,580 2,538 2,509 2,508 2,484

05001,0001,5002,0002,5003,000

香港 フラ ンス カナダ （ケ ベック 台湾 日本 （改訂後 ） ドイ ツ （ベルリ ン フ ィンラ ンド ドイ ツ （ＢＷ州 ） 韓国 ハンガリ ー 日本 （現行 ） 中国 イギリ ス シ ンガポ ール

保健体育

中学校授業時数の推移

2065 2135
1890 1995

1565
1925

1295
1400

1260 1155

1375

1120

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

昭37～ 昭47～ 昭56～ 平5～ 平14～ 平24～

単位時間（５０

分）

3360
3535

3150 3150
2940

3045

平24～
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学習指導要領で示す
週数の下限（35週）

※１年生は３４週

年間週数（５２週）

平均的な週数（４０週）
※２２年度実績（小学校５年生）。

「平成２５年度公立小・中学校における
教育課程の編成・実施状況調査の結果」による

長期休業、
ゴールデン
ウィーク等
（１２週）

◆年間の授業週数
◆週あたりの授業コマ数（４年生～６年生）

月 火 水 木 金

１

２

３

４

５

６
クラブ活動
児童会活動 ※

週２８コマ

※ 個別の児童に対する補充指導や生徒指導、
学習や生活上の指導についての職員の情報
連絡といった取組に充てられる時間

学校行事
等に必要
な週数
（５週
程度）

○ 始業式、終業式等の儀式的行事
○ 学芸会、鑑賞会等の文化的行事
○ 運動会等の健康安全･体育的行事
○ 遠足･集団宿泊的行事
○ 地域社会の清掃活動、福祉施設との交流活動等の勤労生産･奉
仕的行事

○ 感染症や気象警報等による臨時休業日の振替 等

小学校の年間総授業時数について（イメージ）
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○ 「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について（答申）」
（平成２０年１月中央教育審議会）（抜粋）

６．教育課程の基本的な枠組み
（１）小・中学校の教育課程の枠組み
② 小学校の授業時数（年間の総授業時数）

○ （前略）小学校第４学年から第６学年にかけては現在の週２７コマから１コ
マ増加し、週２８コマを年間３５週以上にわたって行うこととなる。これについて
は、学校では、一週間の中で、

・ 各教科等の授業以外にも、特別活動として児童会活動やクラブ活動が行わ
れているほか、個別の児童に対する補充指導や生徒指導といった取組もなさ
れている、

・ ９．にあるとおり学校が組織力を高め、教育課題に組織的に対応するに当
たっては、校長や副校長、教頭、主幹教諭、教師との間の情報交換や意思疎
通のための時間の確保なども必要である、

ことなどから、学習指導要領上の標準授業時数を増加する場合、週２８コマが限度と
考えられる。

小学校の授業時数の考え方

34

【参考】中学校学習指導要領 総則

第３ 授業時数等の取扱い

3. ・・・なお，10分間程度の短い時間を単位として特定の教
科の指導を行う場合において，当該教科を担当する教師
がその指導内容の決定や指導の成果の把握と活用等を
責任をもって行う体制が整備されているときは，その時間
を当該教科の年間授業時数に含めることができる。

始業前や放課後等の学習の実施状況（平成１９年調査）

小学校 ８９．２％

中学校 ８６．８％

（週あたりの平均時間は５０分以内が半数）

週時程の工夫や短時間学習等について①
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小学校の授業の１単位時間③

時間割設定の工夫として、「帯時間」を採っている小学校は３０．２％、「１５分程度のモジュール方式」を採っている小学校は
１６．６％、「３０分や６０分などの弾力的な授業時間」を採っている小学校は１３．８％あるというデータがある。

時間割設定の工夫（経年比較）

※ベネッセ総合教育研究所「第５回学習指導基本調査」（平成２２年）

週時程の工夫や短時間学習等について②
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小学校の授業の１単位時間④

授業時数の確保のため、「毎日１５分程度の帯時間や６０分授業を日課表に位置づける」ことを行っている小学校は、２２．８％
あるというデータがある。

※全国連合小学校長会「平成２６年度研究紀要」（平成２７年２月）
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22.8

47.3

56.4

62.9

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

開校記念日や県民の日等に授業を実施する

土曜日に授業を行う

２学期制を実施する

夏休み等の長期休業日を短縮する

給食の実施回数を増やす

毎日15分程度の帯時間や60分授業を日課表に位置づける

学期始めや学期末の短縮授業を減らす

始業式等の行事のある日にも授業を行う

行事をさらに精選する

あなたの学校で、確かな学力を確立するための必要な授業時数の確保に関して、前年度の課題を

踏まえて実施していることはどのようなことですか。（複数選択）

H26

H25

H24

週時程の工夫や短時間学習等について③
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朝の帯学習の例

時　程 月 火 水 木 金

児童登校
朝の準備

　８：１５～
８：２５

朝の時間
８：２５～
　　　　　　　８：３５

朝読書 朝読書 朝読書

はりきり
タイム

８：３５～
　　　　　　　８：４５

はりきり はりきり はりきり

話し合い
８：４５～
　　　　　　　８：５０

１時間目
８：５０～
　　　　　　　９：３５

児童集会
体育朝会
音楽朝会
兄弟学年
下校班

児童朝会
マーチング

８：１５出勤、押印 職員挨拶はなし 教室で指導

各学級において朝読書。月曜及び水曜は「はりきりタイム」と合わせて児童朝会や各種集会活動等の全校での活動。

各学級における担任からの指導、係等からの連絡など

各学級において漢字や計算の練習等基礎的・基本的知識・技能の定着

○ A小学校における例

週時程の工夫や短時間学習等について④
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○ 平成25年度は4.8％の学校が実施しており、平成26年度は
5.4％の学校が実施予定である。

○ その実施については、平成25年度は3.1％の学校が「教育
課程内」に実施しており、1.5％の学校が「教育課程外」に実
施している。平成26年度は3.2％の学校が「教育課程内」に
実施予定であり、2.1％の学校が「教育課程外」に実施予定で
ある。

外国語活動等におけるモジュール学習の活用状況

3.1% 3.2%

1.5%
2.1%

0.2%

0.2%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

H25 H26

教育課程内及び

教育課程外に実

施

教育課程外に実

施

教育課程内に実

施

4.8% 5.4%

外国語活動等におけるモジュール学習の実施状況

※H25は実績値。
H26は計画値。

[参考]英語教育実施状況調査（小学校） 外国語活動等におけるモジュール学習について（H26年度）

○ モジュール学習（教育課程内に実施）の年間指導計画は、平成25
年度は83.3％の学校が作成している。

○ モジュール学習（教育課程内に実施）の回数等の状況は、平成25
年度は 「15分以上20分未満」かつ「週3回」が25.3％と最も多
く、次いで「20分以上」かつ「週1回」が14.2％となっている。

モジュール学習の年間指導計画作成・回数等の状況

5分未満
5分以上

10分未満
10分以上
15分未満

15分以上
20分未満

20分以上

１回 7 1.1% 31 4.7% 45 6.8% 90 13.6% 94 14.2%

２回 1 0.2% 3 0.5% 19 2.9% 14 2.1% 26 3.9%

３回 0 0.0% 1 0.2% 18 2.7% 168 25.3% 0 0.0%

４回以上 2 0.3% 60 9.0% 37 5.6% 28 4.2% 19 2.9%

○ モジュール学習（教育課程内に実施）における指導者は、平成25
年度は「学級担任」が59.6％と最も多く、次いで「学級担任及び
ALT等」が22.5％である。

○ モジュール学習（教育課程内に実施）における使用教材は、平成
25年度は「自作テキスト・絵カード・ビデオ」が72.9％と最も多
く、次いで「自作デジタル教材・ビデオ」が44.8％である。

モジュール学習における指導者および教材の状況

※時間は1回当たりの時間とする。年間を通じて時間が均一でない場合は、平均的な
時間とする。
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養成段階
「学び続ける教師」
の基礎力を身につ

ける時期

• 新たな課題（英語、道徳、ICT、特別支援教育）やアクティブ・ラーニングの充実等
に対応した教員養成

• 学校インターンシップの導入

• 教職課程に係る質保証・向上の仕組み（教職課程を統括する組織の設置、教職
課程の評価の推進など）

１～３年目
教職の基盤を固める

時期

中堅段階
「チーム学校」の一
員として専門性を

高め、連携・協働を
深める時期

ベテラン段階
ミドルリーダーとして、よ
り広い視野で役割を果た

す時期

• 先駆的取組を参考とした改善方策の検討

• ２，３年目研修への接続（運用方針の見直し）

• 研修実施時期の弾力化

• 目的・内容の明確化（ミドルリーダー育成）

• 新たな課題等に対応したカリキュラムマネジメント力の
強化

• 体系的・計画的な管理職の養成・研修システムの構築

養成内容の改革

初任者研修の改革

十年経験者研修の
改革

管理職研修の改革

○ 教員のキャリアの段階に応じた能力の到達目標の明確化
・教育委員会と大学等との協議・調整のための体制（教員育成協議会）の構築
・教員育成指標・研修計画の全国的な整備
・国が大綱的に教員育成指標の整備指針・研修指針・教職課程コアカリキュラムを提示

○ 到達目標に応じた養成と研修の見直し・充実

採用段階
採用段階の改革

• 円滑な入職のための取組（教師塾等の普及）

• 教員採用試験の共同作成に関する検討

• 特別免許状の活用等による多様な人材の確保

･校内研修体制の充実・強化

・メンター方式の研修（チーム研修）の
推進

・（独）教員研修センターの機能強化
（研修ネットワークの構築）

・新たな課題やアクティブ・ラーニン
グの充実等に対応した研修

･教職大学院等における履修証明制
度の活用等による教員の資質能
力の高度化

・研修機会の確保等に必要な教職
員定数の拡充

・研修リーダーの養成、指導教諭や
指導主事の配置の充実

【現職研修を支える基盤】

教員の資質向上に係る改革の具体的な方向性
（中教審教員養成部会中間まとめ）
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チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（中間まとめ）
１．「チームとしての学校」が求められる背景

２．「チームとしての学校」の在り方 ３．具体的な改善方策

③ 事務体制の強化
・事務職員の職務規定の見直し
・学校運営事務の統括者を法令上に
位置付け

・事務職員の研修プログラムの開発

② 教職員の指導体制の充実
・アクティブラーニング等に対応した教員の
配置充実

・指導教諭配置促進等による指導体制の充実
③ 地域との連携体制の整備
・地域との連携の推進を担当する教職員を法令
に位置付け

① 人材育成の推進
・文部科学大臣優秀教職員表彰において、

チームによる取組を表彰
② 業務改善
・業務改善に関する取組事例を等をまとめた

指針を作成
・校務の情報化を推進

教育課程の改革や授業方法の革新

学習指導要領改訂の動きを踏まえた
カリキュラム・マネジメントや指導方法、
評価方法の開発・普及等に取り組む
ことが出来る体制を整備する必要がある

学校が抱える課題の複雑化・多様化 子供と向き合う時間等を確保するための体制整備

学校が抱える課題は、複雑化・多様化し、
教員だけで対応することは質的にも量的
にも困難であり、教職員と専門スタッフ等
が連携、分担して職務を担う体制を整える
必要がある

国際調査等においても、教員が事務的
業務等に 多くの時間を割いていると
いう結果が出ており、教員が授業等に、
より専念できる組織体制を整備する
必要がある

専門性に基づくチーム体制の構築

多職種で組織される学校が一つのチームと

して機能するよう、校長がリーダーシップを発
揮できる体制を整備

教員が、事務職員や他の専門スタッフ等と

連携・分担して、それぞれが自らの専門性を
発揮できる体制を構築

学校が機能して成果を出していくために

は、教職員一人一人が力を発揮し、更に伸ば
していけるよう、人材育成や業務改善等の取
組を推進

校長のリーダーシップの下、カリキュラム、日々の教育活動、経営資源が一体的にマネジメントされ、教職員、関係機関や学校内外の人材が、そ
れぞれの専門性を生かして能力を発揮し、子供たちに必要な資質・能力を確実に身に付けさせることができる学校

チームとしての学校像

学校のマネジメント機能の強化

教員一人一人が力を発揮できる環境の整備

① 管理職の適材確保
・主幹教諭等の活用による管理職の計画的な養成
・管理職研修の内容や方法の工夫
・副校長、教頭の負担軽減
② 主幹教諭制度の充実
・主幹教諭配置促進のため加配措置拡充

① 教員以外の専門スタッフの参画
・教員以外の専門スタッフ（※）の位置づけや
職務内容等について法令上明確化し、配置
を拡充

（※）スクールカウンセラー、 スクールソーシャル
ワーカー、部活動支援員（仮称） 等

③ 教育委員会による学校への支援の充実
・小規模市町村における指導主事配置充実
・弁護士等の専門家による「問題解決支援

チーム」を教育委員会が設置することの支援


